
【事務事業シート】
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

７年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、８年度以降も現状ニーズを踏まえると、KPIは目標達

成すると考えられることから、８年度の執行方法の見直しは想定していない。

決算額 10662 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 527

千円 決算額 10265 千円 決算額

千円 不用額 千円

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
7529 千円

最終現計

予算額
10664 千円

最終現計

予算額

103.3 ％ 達成率 107.5 ％ 達成率

10792 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 7529 千円

ストック

/フロー
ストック 達成率 115 ％ 達成率

企業 実績値 62

60 企業 目標値 80 企業 目標値 100 企業

実績値 10 企業 実績値 46 企業 実績値 企業企業 実績値 86

当初
事　項 建設工事ＩＣＴ推進事業費 予算主管課 土木管理課

事　業

概　要

工事監督のリモート化、BIM/CIMやクラウドファイルサービスの導入等、公共インフラ

の建設・維持管理にICTを導入することで、建設産業の働き方改革を促進し、建設業の

担い手の確保・育成を図るとともに、土木行政のDXを推進する。

始期 2022

終期

Ｋ  P  Ｉ

ウェアラブルカメラを導入した建設関連企業者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 40 企業 目標値

７

年

度

要因分析

要因
目標達成に向け着実に進捗しているが、人手不足の企業が多く策定に時間を要している。

総括

見直し方向性 維持

R6能登半島地震や豊後水道での地震を受けて建設業BCPの重要性が高まっていること等を踏まえ、策定の

重要性について出先機関とも協力し、引き続き周知を行い促進を図る。

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 210 千円 不用額 千円

最終現計

予算額
千円

決算額 1804 千円 決算額 2241 千円千円 決算額 2908 千円 決算額

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
2464 千円

最終現計

予算額
2403 千円

最終現計

予算額

88.6 ％ 達成率 96.3 ％ 達成率
ストック

/フロー
フロー 達成率 77.3 ％ 達成率

3118 千円

実績値 77 ％ 実績値 ％

％

実績値 61.6 ％ 実績値 61.8 ％ 実績値 70.9 ％

％ 目標値 80 ％ 目標値 80R  4  年  度 目標値

令和７年度　　事後評価シート

当初
事　項 建設業ＢＣＰ推進事業費 予算主管課 土木管理課

事　業

概　要

えひめ建設業BCP等審査会の運営を委託し、建設業者が被災しても速やかに事業継続で

きるよう建設業者のBCP策定を推進するとともに、災害時の事業継続力の認定に関する

事項を審査する。

始期 2011

80 ％ 目標値 80

終期

Ｋ  P  Ｉ

建設業BCPの認定率(B等級以上)

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度



3

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

4

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

見直し方向性 維持

7年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、8年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目

標達成すると考えられることから、8年度の執行方法や9年度予算の見直しは想定していない。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

決算額 1021 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 666

千円 決算額 696 千円 決算額

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
1304 千円

最終現計

予算額
1296 千円

最終現計

予算額

110.1 ％ 達成率 110.6 ％ 達成率

1362 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 984 千円

ストック

/フロー
フロー 達成率 112.27 ％ 達成率

人 実績値 1651

1500 人 目標値 1500 人 目標値 1500 人

実績値 1679 人 実績値 1684 人 実績値 人人 実績値 1659

当初
事　項 被災宅地危険度判定活動普及促進事業費 予算主管課 都市計画課

事　業

概　要

被災宅地危険度判定に携わる判定士を養成するための講習会等を行い、被災宅地危険度

判定活動の普及促進を図る。

始期 2010

終期

Ｋ  P  Ｉ

被災宅地危険度判定士の目標人数に対する登録人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 1500 人 目標値

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 改善

建設産業の働き方改革の推進や、幅広い年代への魅力発信により、建設産業への入職者増を目指し、令和８

年度執行から反映する。

決算額 16692 千円

繰越額 34174 千円 繰越額 千円

不用額 5600

千円 決算額 15170 千円 決算額

千円 不用額 千円

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
19170 千円

最終現計

予算額
20766 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

54944 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 17932 千円

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100

100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 ％

実績値 100 ％ 実績値 100 ％ 実績値 ％％ 実績値 100

当初,2

月補正
事　項 建設業担い手確保等総合支援事業費 予算主管課 土木管理課

事　業

概　要

近い将来、発生が想定される南海トラフ地震などの大規模災害からの復旧・復興には、県の責

務となる災害対応を担う県内建設業者の存続が欠かせないが、県内建設業の人手不足が深刻化

していることから、総合的な担い手対策を実施し、「地域の守り手力」の強化を図る。

始期 2025

終期 2025

Ｋ  P  Ｉ

本事業の支援によって経営の改善・効率化、求人活動の強化・効率化につながった事業者の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値


